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●が事例のタイトルです。

第１章　消費税の性格と仕組み
●基本的な税額計算の仕組み
●税の累積
●「非課税」，「免税」と「不課税」
の違い

第２章　納税義務者
●個人事業者と給与所得者の区分
●基準期間が免税事業者であった場
合の課税売上高
●基準期間における課税売上高に含
まれる範囲
●独立行政法人に対する消費税の課
税関係

第３章　納税義務の免除
●課税事業者選択届出書の効力
●現物出資に代えて金銭出資により
設立した法人に資産を譲渡した場
合
●相続があった年の翌年以後の納税
義務の判定
●増資した場合の消費税法12条の2
の適用の有無
●3年目が免税（課税）事業者とな
る場合の届出
●新設法人の簡易課税制度の適用

第４章　課税期間と納税地
Ｉ　課税期間
●個人事業者が新たに開業した場合
の課税期間

●組織変更の場合の課税期間
●更生会社の課税期間
●課税期間の短縮の届出の効力発生
時期

II 納税地　
●人格のない社団等の本店または主
たる事務所の所在地
●被合併法人の消費税の納税地

第１章　課税の対象
Ｉ　課税範囲　

◎通則
●消費税における「事業」の定義
●会社の清算における残余財産の現
物分配
●アルバイト料の課否
●特定金銭信託の課税関係

●証券投資信託の取扱い
●共同企業体における内部取引
●所有権移転外ファイナンス・リース
取引に係る残存リース料の取扱い

◎資産の譲渡
●事業用および家事用の両方に使用
している資産を売却した場合の課
税関係
●販売促進物品を低価格で提供する
場合の課税

●譲渡担保が実行された場合の課税
関係
●火災があった場合の取扱い
●輸送事故に伴う損害賠償金
●建物の賃貸借契約の解除に伴う立
退料
●移転困難として収用を請求し収用
された建物に係る補償金
●役員に対する無償譲渡等
●商標権の再使用権の設定の課税関
係
●土地に設定された抵当権の譲渡
●未経過固定資産税等の取扱い
●事業の譲渡を行った場合の課税関
係
●自己株式の取扱い

◎資産の貸付け
●違約入居者から受け取る割増賃貸
料
●リース取引の実質判定
●資産に係る権利の設定の対価の課
税
●権利金・敷金の課税
●資産の無償貸付け
●共同店舗の負担金
●修繕保証金の課税関係

◎役務の提供
●キャンセル料
●材料等を有償支給する場合
●建物賃貸借に係る保証金から差し
引く原状回復工事費用
●親会社から収受する事務委託費
●実費弁償金
●経営指導料，フランチャイズ手数
料等
●同業者組合の通常会費
●入会金名目の情報の提供料
●入場券の流通業者が行う入場券の
販売
●無償による貨物の輸入
●公共施設の負担金
●「出向」に係る給与負担金と「労
働者派遣」に係る労働者派遣料
●私立高校，大学等が収受する入学
延期手数料の取扱い
●部品納入業者等が負担する製品保
証関係費 (仕損費) 
●下水道特別会計における単独下水
道事業に係る工事負担金

II 国内取引の判定　

◎資産の譲渡または貸付け
●金投資口座の内外判定
●船荷証券の譲渡の内外判定
●株券の発行がない株式の譲渡に係
る内外判定

●日本以外の二以上の国で登録され
ている特許権の譲渡

●商標登録出願権の譲渡および商標
登録出願中の商標の貸付け

●営業権の譲渡に係る内外判定

◎役務の提供
●非居住者に対する取引の内外判定
●年間契約で役務の提供をしている
場合の内外判定

●広告請負に係る内外判定
●国外で引渡しを行う機械設備の製
作請負

●海外プラント工事に係る助言・監
督業務の下請

●派遣員の海外出張旅費等

◎保税地域からの引取り
●公海上において外国の漁船から買
い付けた魚類の取扱い

●保税作業に使用した外国貨物の課
税

第２章　非課税取引　
◎土地の譲渡および貸付け
●土地の上に建物と建物以外の定着物
がある場合

●空中権の譲渡に係る消費税の取扱
い

●コイン駐車場を設置するために駐
車場用地を借りる場合

●道路占用料
●土地の貸付期間
●建物部分と敷地部分を区分記載し
た賃貸料

●土地取引の仲介手数料

◎有価証券，支払手段等の譲渡
●現先取引の課税関係
●譲渡性預金証書およびコマーシャ
ルペーパーの譲渡

●転換社債を株式に転換した場合の
取扱い

●匿名組合の出資者の持分の譲渡
●スワップ取引の取扱い
●金融業者が受け取った手形の譲渡
●為替予約の延長手数料
●抵当証券業者が行うモーゲージ証
書の譲渡

◎利子を対価とする貸付金等
●キャップローン契約におけるキャ
ップ料

●金銭の貸付時に収受する契約締結
料および事務手数料

●ファクタリング
●クレジット手数料
●ファイナンス・リース料
●組合の行う金融事業の手数料
●遅延損害金に対する取扱い

●金銭債権の買取り等に対する課税
関係
●変動金利によるリスクヘッジのた
めに支払う手数料
●共済掛金に含まれる運営事務費

◎郵便切手類，物品切手等の譲渡
●プレミアム付で販売される物品切
手等
●株主割引優待券，社員割引券

◎国等の手数料，国際郵便為替，外国為
替業務等
●登録分析機関が行う温泉の成分分
析の手数料の取扱い
●民事再生法24条１項の規定に基づ
き予納する再生手続費用の課否
●銀行の両替手数料
●非居住者円預金に係る手数料

◎医療の給付等
●非課税とされる医療の範囲
●先進医療の課税関係
●後期高齢者医療制度に基づく医療
の消費税の取扱い
●患者が支払う看護料の課否
●交通事故の加害者が全額費用負担
する場合の療養費の取扱い

◎社会福祉事業等
●非課税となる介護サービスの範囲
●介護保険による福祉用具の賃与等
の取扱い
●老人福祉センター等を経営する事
業の取扱い

●認可外保育所の非課税範囲

◎助産に係る資産の譲渡等
●助産に係る差額ベッド代等の取扱
い

◎埋葬料・火葬料を対価とする役務提供
●埋葬料および火葬料を対価とする
役務の提供の範囲

◎身体障害者用物品の譲渡等
●身体障害者用物品の範囲
●非課税となる身体障害者用自動車
の範囲

◎学校教育等
●学校が収受する実習料の課否
●入学検定料および再試験，追試験
料の取扱い

●スクールバス運営維持費

◎教科用図書の譲渡
●教科用図書を児童，生徒等以外の
者が購入する場合の取扱い

◎住宅の貸付け
●非課税となる住宅の貸付け
●用途変更の取扱い
●権利金，共益費等の取扱い
●住宅の貸付けに付随する駐車場の
範囲

第３章　免税取引　
●輸出免税の適用範囲
●輸出取引に係る輸出免税の適用者

●三国間貿易
●外航船舶等の範囲
●指定保税地域における役務の提供
に係る免税

●輸出証明
●輸出物品販売場で免税販売できる
非居住者の範囲

●国内に支店等を有する非居住者に
対する役務の提供

●外国公館等に対する免税

第４章　資産の譲渡等の時期
Ｉ　資産の譲渡等の時期
●棚卸資産の譲渡の時期
●掛売り等に係る資産の譲渡等の時
期

●対価未確定販売に係る譲渡等の時
期

●長期の手形で受け取る場合のキャ
ッシュベース処理

●固定資産の譲渡の時期
●賃貸借契約に基づく使用料を対価
とする資産の譲渡等の時期

●ロイヤリティ収入に係る資産の譲
渡等の時期

●売買とされるPFI事業の消費税の
取扱い

●リース取引に係る資産の譲渡等の
時期

●船荷証券等の譲渡の取扱いおよび
譲渡の時期

●部分完成基準で処理している場合の
課税の時期

●建設工事等の引渡しの日の判定
●不動産の仲介・あっせんに係る譲
渡等の時期

●技術役務の提供に係る資産の譲渡
等の時期

●運送収入に係る資産の譲渡等の時
期

●株式の信用取引等を行った場合の
譲渡の時期

II 資産の譲渡等の時期の特例　
●延払基準により経理しなかった場
合の処理

●履行期日前に受領した手形
●債務不履行による長期割賦販売資
産の取戻し

●工事の請負に係る特例の適用関係
●現金主義を採用している場合の手
形または小切手取引に係る資産の
譲渡の時期等

●法人設立中の資産の譲渡等および
課税仕入れの帰属

●長期割賦販売等に係る資産の譲渡
等の時期の特例の適用範囲

第１章　課税標準
●土地付建物を譲渡する場合の課税

標準
●賃貸中の建物を譲渡した場合の課
税標準
●現物出資の場合の課税標準
●代物弁済をした場合の課税標準
●交換の場合の課税標準
●外貨表示の場合の課税標準
●対価の額が確定していない場合
●委託販売の場合の課税標準
●下取りがある場合の課税標準
●個別消費税と課税標準
●割賦販売する自動車の課税標準
●延払条件付譲渡における延払利子
と課税標準
●棚卸資産の自家消費
●資産の低額譲渡
●課税貨物に係る課税標準の端数処
理
●先物取引の現引き，現渡しに係る課
税標準等

第２章　仕入税額控除
Ｉ　課税仕入れの範囲等　
●給与等を対価とする役務の提供の
範囲
●課税仕入れの相手方の範囲
●免税事業者の仕入税額控除
●出張旅費，宿泊費，日当の仕入税
額控除
●会費，組合費等の仕入税額控除
●滅失した資産に係る仕入税額控除
●社宅に係る仕入税額控除
●現住建造物を転売目的で購入した
場合の仕入税額控除
●課税仕入れ等の用途区分の方法
●一括比例配分方式から個別対応方
式への変更
●合併により事業を引き継いだ場合
の一括比例配分方式
●繰延資産に係る課税仕入れ等の仕
入税額控除
●未成工事支出金
●所有権移転外ファイナンス・リース
取引について賃借人が賃貸借処理
した場合の消費税の取扱い
●許可前引取りに係る見積消費税額
の調整
●外貨建ての取引に係る課税仕入れ
の支払対価の額
●課税売上割合とは
●還付加算金がある場合の課税売上
割合の計算
●外債の受取利子で輸出取引とみな
されるもの
●課税売上割合に準ずる割合とは
●たまたま土地の譲渡があった場合
の課税売上割合に準ずる場合の承
認
●帳簿および請求書等の保存
●課税仕入れに係る帳簿の範囲
●請求書等の内容の帳簿への記載
●氏名または名称の帳簿への記載

●課税仕入れの相手方の確認を受け
る方法
●消費者から課税仕入れを行った場
合の請求書等の保存
●請求書等の交付を受けなかったこ
とにつき「やむを得ない理由」

II 簡易課税制度　
●簡易課税制度を適用できる事業者
●小規模事業者における簡易課税制度
選択の是非

●簡易課税制度の適用を受ける場合
の記帳
●簡易課税制度と実額による仕入税
額控除
●簡易課税制度のみなし仕入率
●第一種事業の範囲
●第二種事業の範囲
●食料品小売業者における軽微な加
工の範囲
●第三種事業の範囲
●建設業者が行う工事の丸投げ
●製造業に含まれる製造問屋
●加工くず、副産物等の売却収入
●製造小売業の取扱い
●第四種事業の範囲
●旅館等における飲食物の提供
●第五種事業の範囲
●加工賃その他これに類する料金を
対価とする役務の提供の意義
●プロスポーツ選手の事業区分
●トレーディングスタンプの発行に係
る事業区分

●みなし譲渡に係る事業区分の判定
●事業の種類を区分していない場合
●課税期間中の課税売上高の一部が
区分されていない場合
●みなし仕入率の特例

III 税額控除の調整　
●調整対象固定資産の範囲
●資本的支出
●課税売上割合が著しく増加した場
合
●調整対象固定資産を中途で売却し
た場合
●合併があった場合における通算課
税売上割合の計算方法
●非課税業務用調整対象固定資産を
譲渡した場合の取扱い
●課税事業者となった場合の棚卸資
産
●課税売上げにのみ要する調整対象
固定資産の調整の要否

第３章　対価の返還等をした場合
の税額控除等

Ｉ　売上げに係る対価の返還等をし
た場合

●返品，値引き，割戻しの取扱い
●販売奨励金の税額控除
●飛越しリベート
●売上割引の取扱い
●消費者に対するキャッシュバック

サービスの取扱い
●割戻金を売上げと相殺した場合の
税額控除
●一定期間支払われない売上割戻し
●別途支払勘定を設けているリベー
ト
●免税事業者から返品を受けた場合
の証明方法
●取引が無効または取消しとなった
場合の資産の譲渡等の取扱い

II 貸倒れとなった場合　
●貸倒れに係る税額控除
●他社から取得した売掛債権が貸倒
れとなった場合
●貸付金の貸倒れに係る税額控除
●委託販売代金が貸倒れとなった場
合の処理

III 仕入れに係る対価の返還等を受
けた場合

●仕入れに係る対価の返還等を直接
控除している場合の処理
●売上げに係る税額に加算すること
の趣旨
●輸入物品について海外の購入先か
ら受ける割戻し
●仕入先から支払を受ける販売奨励
金
●事業者が収受する事業分量配当金
●仕入割引
●債務免除
●仕入割戻しを受けた日

第１章　申告・納付・還付等
Ｉ　申告・納付・還付
●確定申告書等への書類の添付
●課税売上げがない場合の申告
●法人税の確定申告期限延長と消費
税の確定申告期限
●中間申告制度の概要
●課税期間の中途で確定消費税額の
増減額があったとき
●中間申告額がマイナスとなる場合
●工事進行基準による場合の中間申
告
●課税期間の特例を受けている事業者
の中間申告

●合併・分割があった場合の中間申
告
●国，地方公共団体等の中間申告
●中間申告書の提出がない場合の特
例
●還付が受けられる場合
●新規に事業を始めた場合の税額控
除
●還付を受けるための申告書に係る
更正の請求期限
●輸入の場合の納期限延長手続

II 届出等　
●郵送等により提出した届出書等の
提出日
●新設法人が設立3年目以後に還付
を受ける場合

III 記帳義務等　
●保存すべき帳簿

IV 会計処理　
●税込処理と税抜処理の混同
●仮払消費税等および仮受消費税等
の清算

第２章　国・地方公共団体等に対す
る特例

●物品調達会計に対する取扱い
●一部事務組合の一般会計，特別会
計の区分
●債務負担行為に係る仕入税額控除
●独立行政法人に対する消費税の適
用関係
●課税仕入れ等に係る特定収入の意
義
●基金に係る消費税の取扱い
●国，地方公共団体の中間申告
●通算調整割合による再調整
●確定申告書の提出期限の特例を受
けている場合の中間申告期限
●繰越明許費
●公共法人等が受け取る残余財産分
配金

第３章　総額表示制度
●総額表示制度の内容
●メーカー希望小売価格
●再販売価格

●経過措置の適用を受ける工事の請
負等の要件
●工事の対価等に増額があった場合
●分譲住宅に対する経過措置の適用
●経過措置の適用を受けているもの
であることの通知書の記載事項
●消費税法の改正により新たに課税
事業者となる場合の簡易課税制度
選択届出書の提出時期
●簡易課税制度選択届出書の取下げ

Ⅰ申告書及び付表の作成要領と記載
例
Ⅱ国・地方公共団体，公共・公益法
人等の申告書及び付表の作成要領
と記載例
Ⅲ各種届出書等の記載例と作成上の
チェックポイント
Ⅳ事業区分の判定

日常的な問題から特殊な事例までをQ&A形式で網羅！日常的な問題から特殊な事例までをQ&A形式で網羅！

収録事例 
（抜粋） 

第１編　総則

第１巻

第2巻

第３編　課税標準と税額控除等

第４編　申告・納付と雑則等

第５編　経過措置等

条文索引

資 料 編第２編　課税対象と資産の
譲渡等の時期
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